
「循環型社会形成推進基本 国土交通省 ・東京圏における建設廃棄 ・実験結果を整理の上、成 ・実験結果を整理し、課題 ①第156回国会会期末
計画」を平成 1 4 年度末ま 物共同集配システム実証実 具の利活用が図られるべく については今後痙理の予 実験結果の整理後、建設
でに策定し、醜係府省は、 験の実施 記者発表予定。 定。 廃棄物共同集配システムの
循環型社会に対応した新た 東京圏の臨海部等の遊休 ・今後、今回実験を行った ・建設廃棄物の共同収集 ・ 導入促進に係る検討を実施
なライフスタイル、ビジネ 地を窓用したリサイクル事 廃棄物共同集配システムの 運搬の管理 ・運営基地とな する。

②平成15年末
ススタイルの普及を推進す 業を促進するフィージビリ 導入促進を図るための基礎 るリサイクルセンターの検
ること等により、静脈産業 ティスタディ調査を実施。 資料として活用。 討。‾
の育成、グリーン物品の市 ・調査対象廃棄物　 コンク 必要があれば、今回の実
場拡大等を図る。 リー ト塊、アスファル ト

塊、建設発生木材、建設汚
泥、金属くず、廃プラス
ティック等の建設廃棄物等

・調査項目
①産業廃棄物め排出 ・収

集 ・運搬 ・処理 ・再資源化
の現状と課題の把握。
（塾収集 ・運搬 ・再資源化の
関連インフラの状況と課題

の把握。

・トラック等による効率
的 ・低コス トの収集 ・運搬

システムの検討。

・現在、実験結果解析及び
各種課題の検討を実施中。

験により判明した課題及び
システム導入促進に係る検
討を踏まえ、システムの改
善に係る追加的な検討を実
施する。

③それ以降
建設廃棄物共同集配シス
テムの導入促進に係る施策
検討を実施する。

関係府省は、地球温暖化対 国土交通省 スーパーエコシップの市場 在来船の半分がスーパーエ スーパーエコシップの普及 ①二重反転式ポッド型推進
策を進める観点から、低公 ニーズ調査、船種、主要 コシップに代替され、副次 に不可欠な乗組み制度等の 器の実寸モデルの設計 ・製
書車、環境配慮型の住宅、 目、具備すべき要件等の検 的にモーダルシフ トが進む 検討を行う必要がある。 作
建築物及び機器等の開発 ・ 討やCADとCFD （数値流体力 ことでさらに長距離雑貨輸 （診二重反転式ポッド型推進
普及に係る民間企業の取組 学）を統合した船型設計及 送の 1 0 別 こ相当する分の 器の実寸モデルの設計 ・製
みを促進し、新たな需要や び総合性能評価システムの 新造船需要が見込まれる。 作
産業の創出を円滑化する。 研究開発、CFDと水槽試験に これらの経済効果は金額に スーパーエコシップ搭載用
また、国土交通省は、平成 よる新船型の性能評価試 して 1 0 年間で約 6 3 0 0 高効率舶用ガスタービン
1 4 年度から利用運送事業 験、二重反転式ポッド型推 億円である。また、これに （SMGT）の設計
者等の取組みを促進するた 進器の要素モデル試験等の 伴い、舶用ガスタービン保 実証船の基本設計
めの参入規制の見直し等に 研究を実施。スーパーエコ 守管理会社等の新規産業が ③二重反転式ポッド型推進
より環境負荷低減型物流へ シップの平成 1 8 年度から 創出され、約 6 万人の誘発 器の実寸モデルの試験、
の転換を進める。 の速やかな市場への投入を

可能とするため、平成14年
度補正予算により、予定さ
れている研究開発を前倒し
して実施。

意用が見込まれる。 スーパーエコシップ搭載用
高効率舶用ガスタービン
（SMGT）の製作、実証船の
詳細設計 ・建造および実証
試鹸
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● ●
国土交通省は、関係府省と 国土交通省 グローバル観光戦略を関係 今後、外国人旅行者が増大 関係府省、地方自治体、民 ①　 国、地方 自治体、民間
協力して、平成 1 4 年度か 府省と協力して策定し、平 することにより、新たな民 間企業等が一体となった戦 企業等が官民一体となって
ら、外国人旅行者の訪日を 成14年12月24 日の閣僚懇談 間需要の創出及び雇用の創 略の推進 本戦略を推進する体制の整
促進するグローバル観光戦 会において、国土交通大臣 出がえられる。 備。
略を構築し、個性ある日本

の文化、自然環境などの国
際P R や、地域の特性、創
意工夫を活かした観光地づ
くりを推進する。

がその旨発言し公表した。 ②、③　 多様な主体が連携
し、進捗状況をフォロー

アップしながら本戦略に基
づく各種施策を実施。

国土交通省は、関係府省と 国土交通省 平成 1 5 年度からの 「ビ 外国人旅行者の増大、ひい 関係府省、地方自治体、民 ①
協力して、平成 1 4 年度か ジツト・ジャパン ・キヤン ては新たな民間需要の創出 間企業等の事業との連携 国、地方自治体、民間企業
ら、外国人旅行者の訪日を ベーン」事業の本格的展開 及び雇用の創出が期待でき 等が官民一体となって事業
促進するグローバル観光戦 のための事前準備として、 る。 を推進するための実施本部
略を構築し、個性ある日本 重点対象国に対する市場調 を設置し、同本部におい
の文化、自然環境などの国
際P R や、地域の特性、創
意工夫を活かした観光地づ

くりを推進する。

査等の事業を実施。 て、平成15年度事業実施計
画を策定。
②、③
事業実施計画に基づき、官
民一体となって訪日促進事
業を展開。

国土交通省は、平成14年度 国土交通省 インタープリテーションプロゲラ 自然ガイドの人材育成及び事 インタープリテーシヨンプロゲラ①、②、③
から、自治体のイ二シアティ ム（自然ガイドツアー）の造成 業経営セミナーには、地方自 ムの普及促進。 ○インタープリテーションプロ
ブ、地域コミュニティーの協 による観光地の振興を図るた 治体の観光行政担当者、地域 グラム（自然ガイドツアー）によ
力、汀の積極的導入等を通 め、インタープリター（自然ガイ で活動している自然ガイド及び る観光地振興事業
じて、地域特性を活かす経 ド）を育成するためのセミナー 宿泊業者など全国の様々な分 地域の個性を活かした魅力あ
験型・目的達成型の観光産 の開催、自然ガイドツアーの 野から多数の参加が得られ る観光交流空間づくりのため
業を育成し、内外に発信す 事業経営マニュアルの作成及 た。春と秋のセミナー開催には の自主的な取組を、国土交通
る。 びセミナーの開催等を行った。延べ230名の参加者があっ

た。
省がハード・ソフトの両面から
総合的に支援する「観光交流
空間づくりモデル事業」を平成

15年度より創設する。また、
当該事業における支援施策の

一環として、インフラ整備等の
ハード施策とキャンペーン展
開等のソフト施策を戦略的に
連携させた施策・計画づくりの
手法について調査・検討する
とともに、N P O と連携した観光
交流空間の管理・活用施策の
検討、地域国有の自然や地場
産業を活用したツアープログラ
ムのモデル的開発調査や、外
国語案内標識ガイドラインの
策定を実施する。
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●　　　　　　　　　　　●
国土交通省は、平成14年度 国土交通省観光情報を網羅的に入手で 新たなデータベースと観光 データの更新をはじめとする ①、②

から、自治体のイ二シアティ きるポータルサイトを整備 ポータルサイトのシステム サイトのメンテナンスの充実 更なる利便性の向上と既存サ
ブ、地域コミュ三ティーの協 するとともに、 1）現在情 の構築に着手。 イトとの連携を充実させるため
力、ITの積極的導入等を通

じて、地域特性を活かす経
験型・目的達成型の観光産
業を育成し、内外に発信す
る。

報発信されていない宿泊施
設のバリアフリー状況、

2）政府登録ホテル ・旅
館、 3）観光振興のノウハ
ウの情報に係るデータベー

スを構築している。

の検討を行う。

国土交通省は、平成 1 4 年 国土交通省 平成 1 4年度において、温 全国355箇所の温泉地から誘 調査結果概要の公表 ①
度から観光地の魅力度の分 泉地の誘客事業の取り組み 客事業の実態及び旅行者の 調査結果概要を公表する。
折、診断、公表の仕組みを を促す観点から、旅行者の 満足度等に関するアンケー
構築することにより、観光 ニーズと各温泉地で行われ ト調査を実施し、72，000の

地の地域間競争を促進さ ている誘客事業とのミス サンプルをもとに分析を行
せ、地域自らの努力を喚起 マッチを分析し、温泉地ご い、我が国の温泉地が取り
し、地域独自の取組みを促 とに取組むべき課題や有効 組むべき課題や有効な指針

す。 な指針を示すための調査を
実施している。

を提示していく。

厚生労働省、国土交通省等 国土交通省 ・1 2省庁が連携して休暇 ・1 2 省庁連携による啓発 キャンペーン等積極的な啓 ①、②、③
の関係府省は協力して、平 取得の啓発活動を実施。 活動など国の取り組みに連 発事業の展開が必要。 今後、 1 5 年度未までに、
成 1 4 年度から、学校の夏 ・文科省に対して 「観光振 携して、地方自治体や民間 連続休暇取得による旅行需
休みの一部を秋休みに移行 疫に関する副大臣会議報告 にも 「ゆとり休暇」の広報 要創出のための環境整備事
したり、長期休暇を地域ご 書」を地方教育委員会へ送 に協力いただけるところが 業として、長期家族旅行の
とにずらすなどの休暇の分 付するよう要請し、環境整 増えているとともに、 推進を図るためのモニター
散化を推奨するとともに、 偏を促進 （社）日本ツーリズム産業 ツアー実施等、 「ゆとり休
年休計画表の作成の一層の ・家族の 「夢バカンス ・プ 団体連合会が 「秋休み」普 暇」取得推進に向けたキヤ
促進等を通じ、休暇の長期 ラン」を15年 1 月から2 月 及促進キャンペーンを開始 ンぺ－ン等を展開する。
連続化や休暇取得時期の多
様化を推奨する。文部科学
省は、必要に応じ協力す
る。

にかけて募集し、 3 月発表
予定。

・15年 1月、 「ゆとり休
暇」の取得促進の啓発事業
を展開するため、扇国土交
通大臣が宮川大助 ・花子さ
んを 「ゆとり休暇大使」に
任命。宮川大助 ・花子さん

は、 「ゆとり休暇」をネタ
にした漫才や P R 活動 ・イ
ベントを展開中。

・「ゆとり休暇」の取得促．
進の啓発事業を展開するた
め 「ゆとり休暇川柳」を募
集中

した。

政策目標日・国土交通省・基本方針2002（経済活性化戦略） Pagell



．，5年2景 ら。月、連続

休暇取得促進キャンペーン
として、全国紙新聞・テレ
ビスポット・雑誌十数誌・
主要都市電車等車内剛
で、 「ゆとり休暇」取得促
進の広報を幅広く展喝・実
施。

・15年 3 月、全国9 カ所で
地元のマスコミ・経済界等
とも連携しながら長期家族
旅行促進シンポジウムを開
催し、 「ゆとり休暇」の取
得促進を呼び掛ける。

●

外務省、国土交通省は協力 国土交通省 2000年11月の第15回日韓 平成14年12月に開催した第 両国間で技術的、実務的な ①、②
して平成 1 4 年度、日韓で 観光振興協議会で提案さ 17回一日韓観光振興協議会に 課題に対する検討が必要。 引き続き両国間で緊密に連
共通に使える公共交通機関 れ、2001年9月の日韓観光担 おいて、引き続き本施策の 携、協力して検討を行う。
のパスを発行するための環 当大臣会議において正式合 実現に向けた検討を実施す
境整備に着手する。 意された 「東アジア広域観

光交流圏構想 （E A S T　P
l a n）」の具体的施策の

一つとして 「共通外客用
レール・パスの創設」が挙
げられており、両国間で緊
密に連携・協力して検討を
行うとともに国土交通省か
ら関係公共交通機関に対し
て、検討・協力を要請する
などの取組を行った。

ることについて、両国で合
意を得た。

総務省及び関係府省は、平国土交通省「旅行・観光産業の経済効果 2 00 2年における旅行・観光 統計を実施するための十分 ①、②、（診
成 1 5年度より、ニーズの に関する調査研究Ⅱ」を実施 産業の我が国経済全体に対 な予算の確保。 「旅行・観光消費動向調査」
乏しい統計を廃止するとと した。 する経済波及効果が明らかに を統計を実施するための十分
もに、雇用や環境、新サー また、平成15年度よりr旅行・なった。 な予算の確保。
ビス産業や観光などの新成 観光消費動向調査」を承認統 また、平成15年度予算要求に 承認統計として実施するた
長分野等ニーズのある統計 計として整備することを決定しあたり、総務省統計局統計基 めの総務省統計局統計基準
を抜本的に整備する。・ま
た、総務省が中心となっ
て、政府が保有する統計情
報をインターネット上で高
度に利活用できる仕組みを
構築する。

た。 準部に承認統計のための予
算の事前説明を実施し、了解
を得た。

部への協議。
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関係府省は、公共投資・政
府調達等において、平成1
4年度より競争を制限する
ような過度な地域要件等の
撤廃により、入札条件の適
正化を推進する。

国土交通省 平成1 3年3月 9日に閣議決定
した「公共工事の入札及び契
約の適正化を図るための措置
に関する指針」においては、全
ての発注者に対し、地域要件
の設定は過度に競争性を低下
させるような運用とならないよ
う留意すること、設備工事にか
かる分離発注については発注
者の意向が反映され施工の責
任や工事に係るコストの明確
化が図られる等分離発注が合
理的と認められる場合におい
て活用に努めるものとすること
を求めた。

・国等の実務担当者会議を
平成14年11月26日に、各都
道府県の担当部長会議を同
月月28日にそれぞれ開催
し、適正化指針及び同年10
月31日付で発出した入札契
約適正化法に基づく要請の
趣旨の徹底及び併せて市町
村への指導について意見交
換を行いその推進を図って
いる。

国、特殊法人等、 地方公共団
体に対し、地域要件の運用に
ついて、競争性を妨げることの
ないよう留意すべきこと等が周
知され、入札契約における透
明性、競争性の向上等が図ら
れたところ。

国土交通省 しては、入札契
約の適正化について講ずるべ
きガイドラインを示したところで
あるが、地方公共団体等の発
注者において、その取り組み
が十分でないところもあることで
から、統一的、整合的に適正
化が推進されるよう入札適正
化法及び適正化指針の一層
の周知徹底を図る必要があ
る。

入札契約適正化法に基づく
要請やブロック単位の各都
道府県担当課長会議等を通
じて、引き続き適正化指針
の趣旨の徹底を図り、総務
省・財務省とも連携して市
町村等における適正化の取
り組みを支援する。
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ホ．その他の制度改革
総務省及び関係府省は、第
4世代移動通信システムな
ど、どこでも型、移動型の
次世代lTの産学官研究開発
を推進する。

国土交通省 スムースな移動瑞垣の芙
現、シームレスな情報アク
セス環境を実現する「次世
代の未来型交通システム」
の開発について（9交通IC
カードを発展させた、東ア
ジアの複数都市で共通に利
用できる複数通貨対応機能
を有する交通ICカードの研
究開発、および（軌Cカード
と携帯電話の融合により交
通分野における各種支払い
にも利用できる複合型携帯
端末の研究開発について、
その一部前倒しの経費が1
4年度補正予算において計
上されたほか「次世代の未
来型交通システム」の開発
に関しては15年度予算案
においても所要の予算を計
上。複数通貨や携帯端末へ
の導入に対応しやすい事後
精算方式のICカードを
使ったシステムの構築等に
係る研究を実施中。

調査団をシ
（15年1月）および香港
（同2月）に派遣して所要
の調整を実施。
・事後精算方式のICカード
を使ったシステムについて
は15年1月より札幌市営
地下鉄で実験を開始（3月
未まで）

東アジア交通事業者等との
諸調整。 ポール、香港等との所要の調

整を引き続き進める。ま
た、事後精算方式のICカー
ドを使ったシステムについ
ては、15年度中に関西地区
で本格導入される予定
②それ以降→平成16年10月
のITS世界大会（名古
屋）、平成17年3～．9月の
愛知万博に向けて魅力ある
都市を実現するための次世
代プロジェクトを名古屋周
辺等で展開する予定
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B ． 事 莱 創 造 、

雇 用 拡 大

関 係

府 省 等
対応状 況 主 な成果 課題 これ か らの取 り組 み

ハ ．規制 改 革

・誰もが安心して居住でき国土交通省 ・高齢者向け優良賃貸住宅の ・公営住宅団地と社会福祉施 ・誰もが安心して居住できる生
る生活環境の形成 供給戸数の拡大（平成14年度 設等との併設実績 活環境の形成に資する既存・

21．000戸→平成15年度 約800団地（平成13年度末時
点）

t高齢者等向けの設備を備え
た公営住宅の整備実績
約28，000戸（平成13年度）

・高齢者向け優良賃貸住宅の
認定実績
約12，000戸（平成13年度末時
点）

・登録住宅の登録実績
約42，000戸（平成14年12月末
時点）

新規の施策について周知徹底
23，000戸）（平成15年度予算措 ・高齢者向け優良賃貸住宅の
置事項）

・高齢者向け優良賃貸住宅の
買取に要する費用を補助対象
に追加（平成15年度予算措置
事項）

・高齢者等の住宅資産を賃貸
住宅として活用・支援するため
の預かり家賃保証制度の創設
（平成15年度予算措置事項）

供給の促進

ホ ． そ の他 の制度 改革

民間委託 （アウトソーシン国土交通省平成14年10月4 日： 現在、第1次検討事例につい P Flとしての事業性の有無に 今国会宋：第1次検討事例に
グ）やP F l等の活用 国土交通省所管の事業を対 て算定作業中 ついては、民蘭企業の意向の ついて、V FM 算定結果をとり
従来公的部門が直接行って 象に順次代表事例を選定し、 確認が必要 まとめ、成果を公表し、民間企
きた事務事業で民間委託や 簡易なモデルを用いて、PFI検 業の意見を聴取
P F I等を積極的に活用す 討の基本となるV FM （八．リュー 平成15年度末：第2次検討事
る。各府省は1 定範囲の事 フォーマネー）を算定し、その結果 例について、同様の作業を行
務事業について、民間委託
やP F l等の活用の適否を
検討し結果を公表する。こ
うした方式を、当面試験的
に導入する。
（骨太の方針2002）

を公表する方針を決定した い、結果を公表
それ以降：必要に応じて、同様
の算定作業を行い、結果を公
表

・誰もが安心して居住でき
る生活環境の形成

国土交通省 再掲
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・国土交通関係の長期計画
を一本化
・緊急措置法の扱い

国土交通省 r社会資憲備重点計画法
案」及び「社会資本整備重
点計画法の施行に伴う関係
法律の整備等に関する法律
案」について、本年2月4
日の閣議決定を受け第156回
通常国会に提出。

・アウトカム（成果）目
標に重点を置き、総事業
費は内容としない社会資
本整備重点計画に一本化
・都市公園、下水道、港
湾の緊急措置法の廃止、
治山治水緊急措置法につ
いて治水事業に係る規定
の廃止、道路整備緊急措
置法及び交通安全施設等
整備事業に関する緊急措
置法について、長期計画
に係る規定の廃止　等

；易ヾ成立次第、計画策
定に向けた検討を行う

・15年度からの計画の実施
に支障のないよう、平成14
年度中の新法成立を目指
す。
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●　　　　　　　　　　●

B ．事業創造、

雇用拡大

関係

府省等
対応状況 主な成果 課題 これからの取 り組み

口．歳出改革

2．資産デフレの克服にも寄 国土交通省・「建築物の開口部で採光に ・新たな事業分野の拡大によ ・住宅に係る採光に関する規
与する証券・不動産市場の 有効な部分の面積の算定方 る民間事業者の潜在的ニーズ 制の合理化の内容を周知徹
活性化 法で別に定めるものを定める を顕在化。 底。
（3）不動産流動化の促進 件」（平成15年国土交通省告 ・改修工事の設計施工指針を
・既存オフィスビルの住宅へ 示第〇号）の制定。 作成・普及。
の転用を促進するため、住 ・既存オフィスの住宅転用等の ・転用を支援する制度を周知
宅に係る採光に関する規制
の合理化（建築基準法に基
づく告示の整備）、改修工事
の設計施工指針の作成・普
及を行うとともに、ファミリー
向けの都市型賃貸住宅へ転
用する際の助成措置の普及
を促進する。

促進に向けた技術的方策検討
調査委員会において改修工事
の設計施工指針を検討。

・既存オフィスビル等を市街地
住宅へ転用する際の助成措
置を創設（平成15年度予算措
置事項）。

・転用に係る改良工事費につ
いて10％の特別償却制度を
創設（平成15年度税制改正事
項）。

徹底。

3．民間投資・消費を誘発国土交通省○閉鎖性海域での浮遊ゴミ ○干潟・海浜等の再生・創 ①～③：
する都市再生の促進 の回収と環境監視を過年度 出や水質等海域環境の改善 ・過年度からの継続事業に
（2）都市再生プロジェク から継続して実施 （東京湾 を図り、潤いのある豊かな 加え、東京湾においては先
ト等の活用 等4海域） 自然環境を創出することに 行的に平成1 4年度未に策
・水辺都市再生の推進 ○汚泥汝漢及び覆砂、干 より、環境教育施設等に係 定した「東京湾再生のため

潟・海浜等の造成を過年度 る民間投資の創出や来訪者 の行動計画」に基づいた施
から継続して実施。（堺泉
北港等1 7港2海域）
○都市再生プロジェクト決
定を受け、首都圏再生会議
の下に設置された「東京湾
再生推進会議」 （内閣官房
都市再生本部事務局、関係
省庁、7都県市）‘におい
て、平成1 4年6月に「東
京湾再生のための行動計
画」の中間報告がとりまと
められ、年度末には最終報
告が取りまとめられた。

に対するサービスを提供す
る就業機会が増大する。
（施設の供用開始直後より
効果が発現されだし、供用
期間中継続する。）

策を推進する。
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ハ ． 規 制 改 革

2．資産デフレの克服にも寄
与する証券・不動産市場の

国土交通省 ・「建築物の開口部で採光に
有効な部分の面積の算定方

・新たな事業分野の拡大によ
る民間事業者の潜在的ニーズ

・住宅に係る採光に関する規
制の合理化の内容を周知徹

活性化 法で別に定めるものを定める を顕在化。 底。
（3）不動産流動化の促進 件」（平成15年国土交通省告 ・改修工事の設計施工指針を
・既存オフィスビルの住宅へ 示第〇号）の制定。 作成・普及。
の転用を促進するため、住 ・既存オフィスの住宅転用等の ・転用を支援する制度を周知
宅に係る採光に関する規制

の合理化（建築基準法に基
づく告示の整備）、改修工事

の設計施工指針の作成・普
及を行うとともに、ファミリー
向けの都市型賃貸住宅へ転
用する際の助成措置の普及
を促進する。

促進に向けた技術的方策検討
調査委員会において改修工事

の設計施工指針を検討。

・既存オフィスビル等を市街地
住宅へ転用する際の助成措
置を創設（平成15年度予算措
置事項）。

・転用に係る改良工事費につ
いて10％の特別償却制度を
創設（平成15年度税制改正事
項）。

徹底。

2 ．資産デフレの克服にも 国土交通省 ・平成14年 8 月に、中古住 本制度に基づく住宅の性能 制度の周知 引き続き制度の周知等普及
寄与する証券 ・不動産市場 宅に係る性能表示基準及び 等に関する客観的な情報の 推進を図る。
の活性化 評価方法基準を策定し施行 提供は、住宅流通市場の整
（3 ）不動産流動化の促進

・住宅の品質確保の促進等
に関する法律に基づく既存
住宅に係る性能表示制度の
普及推進のため、今秋中
に、既存住宅の評価を行う
住宅性能評価機関の第一次
指定を行うとともに、制度
の積極的なP R に努める。

・平成14年12月に、評価を
行う第三者機関を指定し、
制度運用を開始

備に資するものである。
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ホ ． そ の 他 の 制 度 改 革

2．資産デフレの克服にも寄 国土交通省 ・「建築物の開口部で採光に ・新たな事業分野の拡大によ ・住宅に係る採光に関する規
与する証券・不動産市場の 有効な部分の面積の算定方 る民間事業者の潜在的ニーズ 制の合理化の内容を周知徹
活性化 法で別に定めるものを定める を顕在化。 底。
（3）不動産流動化の促進 件」（平成15年国土交通省告 ・改修工事の設計施工指針を
・既存オフィスビルの住宅へ 示第〇号）の制定。 作成・普及。
の転用を促進するため、住 ・既存オフィスの住宅転用等の ・転用を支援する制度を周知
宅に係る採光に関する規制

の合理化（建築基準法に基
づく告示の整備）、改修工事

の設計施工指針の作成・普
及を行うとともに、ファミリー
向けの都市型賃貸住宅へ転
用する際の助成措置の普及
を促進する。

促進に向けた技術的方策検討

調査委員会において改修工事
の設計施工指針を検討。

・既存オフィスビル等を市街地
住宅へ転用する際の助成措
置を創設（平成15年度予算措
置事項）。

・転用に係る改良工事費につ
いて10 ％の特別償却制度を
創設（平成15年度税制改正事
項）。

徹底。

2 ．中小企業対策の推進 国土交通省 中小 ・中堅建設業者に対す 中小 ・中堅建設業者の資金 事業協同組合や発注機関へ 事業協同組合や発注機関へ
（2 ）セーフティ ・ネット る下請セーフティネット債 繰 りに対応。 の本制度の拡充の周知徹 の説明会等の実施。
貸付 ・保証の拡充
②信用保証の拡充

・中小 ・中堅建設業者に対
する資金供給の円滑化を図
るため、下請セーフティ
ネット債務保証事業の拡充
等を行う。

務保証事業について、完成
工事代金債権等についても
制度の対象とするため、通
達名 「公共工事に係る工事
請負代金債権の譲渡を活用
した融資制度について」を
発出。 （平成 1 4 年 1 2 月 1

8 日）

底。

政策目標B・国土交通省・改革加速のための総合対応策 Page3


